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〔報　　告〕

家族レジリエンスの概念を用いた研究の動向 
―わが国の災害看護実践への適用可能性の検討―

河原　宣子1）　　本郷　隆浩2）　　小林　奈美3）

要　　旨

東日本大震災や阪神淡路大震災などの地震や津波，さらに台風や竜巻，豪雪による被害など，日本

は自然災害の多い国土である．わが国において，災害による影響で家族に健康課題が生じた場合の支

援方法を検討することは急務であると考える．本研究は，家族レジリエンスの概念を用いた国内外の

研究について，「予備力」と「回復力」の視点から検討し，わが国の災害看護実践への示唆を得ること

を目的とする．「家族」と「レジリエンス」をキーワードとして，医中誌WebおよびCiNii, EBSCO-

hostにより検索し，研究の対象と，「主として予備力を高めることに焦点を当てた研究か」，「主として

回復力を強化することに焦点を当てた研究か」に分類し検討した．その結果，家族レジリエンスの概

念は幅広い世代と民族，個人・家族・集団へのアプローチを可能としていることが明らかとなった．

また，自然災害に関するものや戦争に関するものでは，「予備力」と「回復力」両方を論じているもの

が認められた．災害時においては，危機に晒された家族の「回復力」のみに焦点を当てるのではなく，

「予備力」の強化についても考慮すべきであり，家族レジリエンスの概念はその方策として有効である

ことが示唆された．
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Ⅰ．はじめに

人々が生活していくうえで，多かれ少なかれ，何

らかの「災害」に遭遇する．災害の「災」は，わざ

わい，と読み，漢字の成り立ちから見ると，水と火

が人々の生活に被害を及ぼす状況を表している．ま

た，日本語の「災害」は「disaster」と英訳される．

「disaster」はもともとdis-（離れて）＋-aster（星）と

いう「幸運の星から離れて」が原義であるという．

このように，日本においても西欧においても，「災

害」は人智の及ばない自然現象を原因とした事象を

指していた1）．

現代における「災害」は多義である．「我々が回

復するための能力を遙かに超えた甚大で破壊的な出

来事を原因とした危機的状況である」2）という定義

に代表されるように，国外においては，災害に関す

る調査や研究などを実施する機関が多く存在し，定

義も複数存在する3）．一方，国内における災害の定

義は，法令からの引用が多い．最もよく使用されて

いるのは，災害対策基本法の第二条である．具体的

には「暴風，豪雨，豪雪，洪水，高潮，地震，津

波，噴火その他の異常な自然現象又は大規模な火事

若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度において

これらに類する政令で定める原因により生ずる被害

をいう．」である．同時に，「防災」についても「災

害を未然に防止し，災害が発生した場合における被

害の拡大を防ぎ，及び災害の復旧を図ることをい

う．」と定義されている．国内外に共通しているの

は，自然現象などは災害の原因とはなるが，その現
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象そのものを災害とは言わず，人々の生活や健康に

被害などの影響が生じて初めて「災害」と定義され

ていることである．

「災害」は，分類方法も多様である．原因別の分類，

発生場所による分類，被害・影響が発生するスピー

ド・期間による分類，規模による分類などである4）．

主としてよく用いられるのは，自然災害と人為災害

の2種類に分けられたものである2）．自然災害は，地

震，洪水，地滑りなど水気象学系や地質学系の自然

現象のほか，伝染性疾患など生物学系のものも含ま

れる．人為災害には，戦争や民族紛争などの複合災

害，交通事故や工業事故による技術災害がある4）．

ただし，自然災害であれ，人為災害であれ，それら

が全く独立して存在するものではなく，お互いに影

響し合ってさまざまな「災害」を引き起こしている．

また，「災害」対策においては，災害をいくつか

の時期に分けて考え，対応することが一般的であ

る．時期の分け方はさまざまであるが，いずれも災

害の発生をはさんで連続すると考えることから「災

害サイクル」と呼ばれている4）．

「災害」は常に人々の生活に密着して存在してい

る．そして，災害時のリスクファクターは，「Hazards

（ハザード）」と「Vulnerability（脆弱性）」と言われ

ている．すなわち，災害の程度は，災害の原因とな

るハザードと社会や生活の場における物理的・社会

的・経済的・環境的な脆弱性との関連で決まってく

るということである．したがって，災害への備えと

なる「力（ちから）」を普段から有しておくことが，

災害対策の要となる．社会生活を営む人々は，個

人，家族，集団，コミュニティにおいて，ハザード

による影響を最小限にする「力（ちから）」を保持

することが必要となってくる．

日本は，その位置，地形，地質，気象などの自然

的条件から，台風，豪雨，豪雪，洪水，土砂災害，

地震，津波，火山噴火などによる災害が発生しやす

い国土である5）．看護界においては，1995年の阪神

淡路大震災や地下鉄サリン事件以降，急速に災害に

対する意識が高まり，その後に発生した災害におい

ても，多くの研究・実践活動がなされてきた．その

内容は，国内外における災害発生前・中・後の看護

実践のあり方を問うものや災害看護教育など多岐に

わたる．そして，2011年3月11日に発生した東日

本大震災（正式名称：「平成23年（2011年）東北地

方太平洋沖地震」）は，さらなる災害看護の学問的

発展の必要性を看護界に投げかけた．東日本大震災

は，災害の規模が東日本全域に及ぶ甚大なものであ

り，さらに大規模な地震と津波に加え，原子力発電

施設の損傷と放射性物質の外部放出が重なるという

複合的な大災害であった6）．発災から数年が経過し

た現時点においても，仮設住宅での生活を余儀なく

されている被災者，原子力発電施設事故により住み

慣れた地域を離れて暮らす避難者が存在する．

東日本大震災に限らず，過去に生じたさまざまな

災害によって，以前の生活環境とは全く異なる状況

下におかれ，家族員との離別を体験した人々の苦悩

は測り知れない．また，被災者のケアにあたってい

る専門職などにおいても本人を含む家族に大きな影

響を与えている．災害による影響で家族に健康課題

が生じた場合の家族支援は重要な看護の役割である

と考える．

「災害看護」は日本災害看護学会の定義によると

「災害に関する看護独自の知識や技術を体系的にか

つ柔軟に用いるとともに，他の専門分野と協力して，

災害の及ぼす生命や健康生活への被害を極力少なく

するための活動を展開すること」とされている．災

害看護活動時の家族支援に関しては，主には，災害

による遺族ケア7）や子どもの家族へのケア8）について，

災害看護学の教科書などに記されている．おそらく，

災害看護活動における実践現場では日常的に家族へ

の支援が行われているのだろうが，家族支援に関す

る具体的な看護介入についての報告や記述はない．

「災害」と「家族」をキーワードとして医中誌Web

（2011年12月実施，1983年～全年検索）により検索

した結果，1,038件が検出され，さらに原著，看護で

絞り込んだ結果102件であり，そのうち，災害時に

おける家族支援に関連した原著論文は10件であった．
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10件中7件が看護職や住民を対象とした調査研究で

あり，いずれも災害時における保健・医療専門職に

よる家族支援の必要性を示唆していた．また，10件

中3件は，療養者とその家族を対象とした災害対策

マニュアル・パンフレットの作成・運用とその評価

に関するものであった．しかし，何らかの家族支援

モデルを活用して災害時における具体的な家族支援

の実際について述べている文献はなかった．

ほかの学問分野における研究に目を転ずると，

「震災から3～4日後では，家族成員間の心理的距離

が高く（きずな高），家長主導型の融通ない厳格な

リーダーシップ構造（かじとり低）であった家族

は，現在のストレス度が低く，逆に生活復興度が高

い傾向にある．･･･中略･･･震災から半年が経過し

た時点で，家族関係の緊急対応的な措置は終了し

た．そして平時の家族関係が回復している家族ほ

ど，家族成員のストレスを和らげ，生活復興を促進

する力を与えていたことが明らかになった．」と報

告されている9）．また，林らは，「子どもたちの心

のケアにはさまざまな対策がとられる一方で，災害

から一年ほど経過してきたころに表面化してくる問

題がある．それは，親の，特に母親が抱えるストレ

スだ．子どもが次々と示すストレス反応に対応する

ことで，本来，自分のために使うべきストレス対処

資源を使い果たしてしまうのだ．「子どものケアが

優先」という世論やマスコミからの指摘もさらに母

親を追い込んでいく．」と述べている10）．

このように，災害という危機的な状況を経験した

人々にとっては，経過する時間のそれぞれの時期に

よって抱える苦悩や癒しのあり方が変化してくると

考えられる．したがって，看護職は，災害サイクル

各期において適切な時期，適切な対象に，理論的な

基盤をもって家族への看護支援を行うべきであると

考える．

一方，災害時に限らず，家族を支援する介入方法

に関しては，心理学や社会学，看護学など多くの学

問分野で研究・実践されている．危機的な状況に

陥った家族を支援する概念のひとつに，危機に直面

した家族の調整と適応のプロセスをモデル化した

Halnilton I. McCubbin・Marilyn A. McCubbinの家

族ストレス対処理論（家族ストレス回復力モデル）

がある11）12）．この理論は，可能な限り家族の許容能

力を高めておくこと，新たなストレス源や負担の蓄

積を減らすこと，サポート資源を多く提供すること

などの支援，家族がストレスフルなライフイベント

から受けた影響を緩和し，危機から回復するための

レジリエンスの概念を包含している13）．本稿では，

このレジリエンス，家族レジリエンスに注目した．

Marilyn A. McCubbinらは「レジリエンスとはスト

レスフルな逆境の元での個人や家族がみせるポジ

ティブな行動パターンや能力のこと」と定義してい

る．そして，家族におけるレジリエンスについて

は，「重要性への認識は広まってきたが学識はまだ

限られており，何故人生の困難やトラウマに影響を

受けやすい家族が逆境から回復することに成功した

のかを把握し，予防に焦点を当てるべきだ」と述

べ，調和とバランスが家族システムにとって最も重

要であると述べている13）．この「予防」に焦点を当

てた家族レジリエンスへの働きかけこそ，災害時に

おける家族支援に有効なのではないかと考えた．

家族レジリエンスに関しては，Walsh14）15）がその

概念と臨床応用に有用な家族レジリエンスのKey 

Processesを示しており，災害などの危機的な状況

における家族レジリエンスを高める方法について述

べている16）．

災害サイクル各期において，社会や人々の「脆弱

性」をできる限り小さくし，被害を最小限にとどめ

られる「力（ちから）」を高めておくことが，個人

や家族，社会全般において必要となってくる．この

「力（ちから）」は「予備力」と「回復力」から成り

立つのではないかと考えた．そして，「予備力」と

「回復力」は災害サイクルという時間経過のなかで，

連続的に発揮されるものであると考える．すなわ

ち，時間経過を含む明確なガイドポストを提供する

概念やモデルの必要性が示唆される．なお，ここで

言う「予備力」とは「家族が災害などの危機に遭遇
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する前に有している危機に対応する力」，「回復力」

とは「家族が災害などの危機によって受けたダメー

ジから立ち直る力」とする．災害などの生活が一変

するような出来事に遭遇したときには，新しい生活

パターンを組み立てたり，再調整したりしなければ

ならない17）．日常的には家族の関係性のなかで，あ

らゆる変化にフレキシブルに対応できる力は養われ

ているが，さらに将来の変化について準備をすると

いうプロセスの強化が大切であるとWalshも述べ

ている17）．

以上のことより，本稿では，家族レジリエンスの

概念を用いた国内外の研究について，「予備力」と

「回復力」の視点から検討し，わが国の災害看護実

践への示唆を得ることを目的とする．

Ⅱ．研究目的

家族レジリエンスの概念を用いた国内外の研究に

ついて，「予備力」と「回復力」の視点から検討し，

わが国の災害看護実践への適用可能性について示唆

を得ることを目的とする．

Ⅲ．研究方法

「家族」と「レジリエンス」をキーワードとして，

医中誌WebおよびCiNii, EBSCOhostにより検索し，

研究の対象および「予備力」と「回復力」のどの段階

に焦点化した研究であるかについて比較検討する．

Ⅳ．結　果

1．検索結果

1）  国内文献については，「家族」と「レジリエンス」

をキーワードとして医中誌Web（2012年1月実

施，1983年～全年検索）およびCiNii（2012年1月

実施，全年検索）により検索した．原著，報告，

総説，会議録を含む52件を検出し，「レジリエン

ス」に関する記述があり，抄録を除く28件につ

いて検討した．

2）‌�国外文献については，「family」と「resilience」

のキーワードでEBSCOhost（Business Source 

Elite（1985年～），Academic Search Elite

（1985年～），CINAHL（1981年～），MED-

LINE）により全年検索した（2012年1月実施）．

検索の結果，原著，報告，総説などの121件が

検出され，このうち，書評や政府文書，インタ

ビューなどと，検索エンジン間の重複を除く英

語文献89件について検討した．

2．文献の分類

検討対象とした文献は，その研究対象から，①レ

ジリエンスの概念に関するもの，②健康課題をもつ

家族に関するもの，③家族との死別に関するもの，

④離婚や片親に関するもの，⑤ヘルスプロモーショ

ンに関するもの，⑥勤労者と家族に関するもの，⑦レ

ジリエンスに関する看護職者の認識に関するもの，

⑧自然災害に関するもの，⑨戦争に関するもの，⑩貧

困に関するもの，⑪移民，移住者，難民に関するもの，

⑫文化的背景に関するものの12に分類した（表1）．

このうち，①レジリエンスの概念に関するものと⑫文

化的背景に関するものについては以下のとおりで

あった．

1）レジリエンスの概念に関するもの

レジリエンスの概念に関するものは，国内文献で

12件，国外文献で13件であった．国内文献におい

ては，文献や事例検討からレジリエンスの概念を紹

介するものが8件，尺度に関するものが4件であっ

た．尺度に関しては，家族レジリエンス尺度の作成

と臨床的応用であった．国外文献においては，家族

レジリエンスの概念を述べたものが5件，家族スト

レス対処理論などのモデルを用いて家族レジリエン

スについて述べたものが3件あり，臨床への応用に

向けた具体的な方法論に関するものが認められた．

2）文化的背景に関するもの

文化的背景に関するものは8件あり，南アフリカ，

アジア，イスラエル，中東などの国や地域に暮らす

家族，ハワイアン，メキシカンアメリカンなどの家
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族を対象に，レジリエンスの特徴について述べられ

ていた．

3．国内外の文献が対象としている家族のとらえ方

と焦点を当てている予防レベル（表2）

次に，②健康課題をもつ家族に関するもの，③家

族との死別に関するもの，④離婚や片親に関するも

の，⑤ヘルスプロモーションに関するもの，⑥勤労

者と家族に関するもの，⑧自然災害に関するもの，

⑨戦争に関するもの，⑩貧困に関するもの，⑪移

民，移住者，難民に関するものについて，対象とし

ている家族のとらえ方について，「主として家族ユ

ニットを対象としたもの」と「主として家族成員

（個人）を対象としたもの」に分類した．さらに，

「主として予備力を高めることに焦点を当てている

か」，もしくは「主として回復力を強化することに

焦点を当てているか」を分類した．

「主として家族ユニットを対象としたもの」は，

研究対象者が一個人ではなく，複数の家族成員のも

の，「主として家族成員（個人）を対象としたもの」

とは，研究対象者が家族成員1名もしくは個人のも

のとした．

国外文献では，家族ユニットを対象としている研

究と家族成員（個人）を対象としているものどちら

も存在しているが，国内文献では主として家族成員

（個人）を対象としたものがほとんどであった．国

内文献で家族ユニットを対象とした研究は事例検討

であった．国外文献では，予備力に焦点を当てた研

究も多く存在していた．具体的には，以下のとおり

である．

1）健康課題をもつ家族・個人に関するもの

健康課題をもつ家族に関するものは，国内文献で

8件，国外文献で32件であった．国内文献には，要

介護高齢者を抱える家族介護者18），筋ジストロ

フィー患者を抱える家族介護者19），精神疾患患者

の子ども20）21），在宅中心静脈栄養法を施行中の学童

期の子どもと親22）を対象としたものがあった．い

ずれも対象の「回復力」について述べたものであっ

た．また，国内文献では主として健康課題をもつ個

人に焦点を当てたレジリエンスに関して6件の文献

があり，不登校や精神的な健康課題を抱える思春期

から成人期の対象に関するもの23）‒25）や血液・腫瘍

性疾患を抱える患児の症例報告26）であった．いず

れも対象の「回復力」について述べたものであっ

た．国外文献では，疾患や障害に限定せず健康課題

を抱える家族を対象としたもの，自閉症・障害をも

つ子どもや脊髄損傷患者・慢性疾患患者などを抱え

る家族を対象としたものが23件で，いずれも家族

の着実な「回復力」を中心に述べられていたが，

「予備力」を高める記述もあった．主として健康課

題をもつ個人に焦点を当てたレジリエンスに関して

は2件の文献があった．

2）家族との死別に関するもの，離婚や片親に関す

るもの

国外文献では，家族との死別に関するものが2

件，離婚や片親に関するものが5件あり，いずれも

家族の着実な回復力を述べていた．

3）ヘルスプロモーションに関するもの

ヘルスプロモーションに関するものは，国内文献

表1．家族レジリエンスに関する国内外の文献数と研究対象

分類
文献数

国内　28件 国外　89件

①  レジリエンスの概念に関するもの 12 13

②  健康課題をもつ家族に関するもの  8 32

③家族との死別に関するもの  0  2

④離婚や片親に関するもの  0  5

⑤  ヘルスプロモーションに関する
もの

 4 11

⑥勤労者と家族に関するもの  0  2

⑦  レジリエンスに関する看護職者の
認識に関するもの

 4 （1）*

⑧自然災害に関するもの  0  2

⑨戦争に関するもの  0  8

⑩貧困に関するもの  0  2*

⑪移民，移住者，難民に関するもの  0  4

⑫文化的背景に関するもの  0  8

*貧困層の家族にかかわるソーシャルワーカーを対象としたも
のであるが，⑪本表中は貧困に関するものに分類した．
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では4件，国外文献では11件あった．国内文献で

は，児童や中学生，大学生，乳児を抱える母親を対

象としたものがあり，予防的な視点で述べられてい

た．一方，国外文献では，第一子が誕生した家族，

若年者の母親，中年期のカップル，薬物乱用など健

康において危険な行動をとりやすい思春期・青年期

の若者とその家族，経済状況が悪い家族など多様な

研究対象が認められ，「予備力」を高める方法が述

べられていた．

自然災害に関するもの，戦争に関するもの，貧困

に関するもの，移民，移住者，難民に関するもの，

文化的背景に関するものは，国内文献では認められ

ず，国外文献のみであった．

4）自然災害に関するもの

自然災害に関するものは，「予備力」と「回復力」

両方について述べられていた．ハリケーン被害後の

児童における心理的機能への家族レジリエンスの影

響27），青年期を対象としたハザード教育プログラ

ムについて28）の報告があった．自然災害時のため

のレジリエンスプログラムに関する研究28）では，レ

ジリエンス教育プログラムとその効果についての相

関が明らかにされている．講義形式での教育プログ

ラムは知識の上昇に有効であり，ディスカッション

は災害時の行動計画作成や実際に家庭内や学内で災

害について話し合う機会を作るなどの効果があっ

た．このように，単一の教育プログラムではなく，

複数の教育プログラムを組み合わせる有用性が示さ

れていた．

5）戦争に関するもの

戦争に関するものは，軍人の配偶者を対象とした

表2．対象としている家族のとらえ方と予防レベル（重複あり）

分類

対象としている家族のとらえ方： 
主として家族ユニットを対象としているか，
主として家族成員（個人）を対象としてい
るか

主として，どの予防レベルに焦点化した研究か

予備力を高めることに
焦点を当てたもの

回復力を強化すること
に焦点を当てたもの

国内文献 国外文献 国内文献 国外文献

②健康課題をもつ家族に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ 3 2 19

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ 5 6 11

③家族との死別に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ ̶ ̶  2

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ ̶ ̶ ̶

④離婚や片親に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ 1 ̶  2

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ ̶ ̶  3

⑤ヘルスプロモーションに関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ 6 ̶ ̶

家族成員（個人）を対象としたもの 4 5 ̶ ̶

⑥勤労者と家族に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ ̶ ̶ ̶

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ 2 ̶ ̶

⑧自然災害に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ 1 ̶  1

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ 1 ̶ ̶

⑨戦争に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ 6 ̶  6

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ 1 ̶  2

⑩貧困に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ ̶ ̶  1

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ ̶ ̶  1

⑪移民，移住者，難民に関するもの
家族ユニットを対象としたもの ̶ ̶ ̶  3

家族成員（個人）を対象としたもの ̶ 1 ̶ ̶
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もの29），軍人の家族を対象としたレジリエンスを

向上するプログラムについて述べたもの30）31），戦死

者や戦争負傷者の家族を対象としたもの32）‒34），ナ

チスの大虐殺に関するもの35），軍人のレジリエン

ストレーニングについて36）があった．戦争に関す

るものでは，「予備力」と「回復力」両方に焦点を

当てたものが認められた．

困難な状況からの回復を家族だけに任せること

は，家族をより困難な状態とする可能性があり33），

家族の自然な回復力にのみ任せるのではなく，

フォーマル・インフォーマルなサポート29）31）を含め

たレジリエンスをより強化するサポートが重要であ

ると述べられている．戦争に関するレジリエンス研

究は，軍人を対象としたもの29）‒33）と民間人を対象と

したもの35）の大きく二つに分けられた．特に軍人を

対象とした研究には予防的視点が述べられている．

軍人の家族発達段階において，戦争による家族成員

の分離や戦争による死傷などの危機的なライフイベ

ントは標準的な危機であり32），軍人の家族は普段か

らそれらのライフイベントに対して耐えられるよう

トレーニングを受けるなどの必要性が述べられてい

る30）．軍人の家族レジリエンスを高めるトレーニ

ングは，①心理学や発達にかかわるガイダンスを提

供する，②家族の語りを共有することを促進する，

③開かれた効果的なコミュニケーションをサポート

する，④選択した家族レジリエンスのスキルを高め

る，⑤両親の効果的で調性的なリーダーシップをサ

ポートする，以上5点であると述べられている．

軍人ではない民間人を対象としたレジリエンス研

究においては，民間人への戦争による被害（虐殺）

を家族はどのように乗り越えたかを明らかにしてい

る35）．

6）貧困に関するもの

生活上で危機に直面している貧困の家族にかかわ

るソーシャルワーカーから家族のレジリエンスを検

討したもの37）や貧困の家族に焦点を当てた論文38）

が認められ，いずれも「回復力」の強化について述

べられている．

7）移民，移住者，難民に関するもの

移民，移住者，難民に関するものは4件あり，対

象となる家族がいかに移住先で適応していくかにつ

いて「回復力」の視点から述べている．移住という

イベントを経験する家族のレジリエンスを高める資

源は，夫婦の構造39），家族内のメンバー間の援助

関係，友人からのサポート40）が重要な資源である

ことが示されていた．

Ⅴ．考　察

本稿は，わが国の災害看護実践，特に家族支援に

ついての示唆を得るために，国内外の家族レジリエ

ンスに関する研究について概観した．また，災害サ

イクル各期における看護支援の対象者とその方法に

ついて，より効果的なかかわりを見いだすために，

家族のとらえ方において，「主として家族ユニット

を対象としたもの」と「主として家族成員（個人）

を対象としたもの」，また，「主として予備力を高め

ることに焦点を当てているか」，もしくは「主とし

て回復力を強化することに焦点を当てているか」に

分類した．

1．国内外の家族レジリエンスに関する研究につい

ての概観

筆者が検索した時点で，家族レジリエンスに関す

る国外文献は，国内文献の3倍近く存在した．そし

て，それらの内容から，家族レジリエンスの概念は

幅広い世代と民族，個人・家族・集団へのアプロー

チを可能としていることが明らかとなった．また，

国外文献・国内文献ともに，健康課題をもつ家族に

関する研究が多く認められた．家族成員の健康課題

は家族機能に大きな影響を及ぼすこと，そして，家

族のレジリエンスを高めて家族機能の調和とバラン

スを整える看護介入は有効であり，重要であると再

認識した．国外文献では，健康課題をもつ家族に関

するもののなかでも，予防的な視点を含めた家族レ

ジリエンスについて論じている文献が認められた．

災害時の看護を考えるにあたり，健康課題が家族内
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に生じるのはある程度予測可能である．予防的な視

点を有することの必要性が示唆された．ところで，

国外文献では，移民，移住者，難民に関する研究や

文化的背景に関する研究が存在した．Walshは，難

民などにおける支援として，コミュニティを基盤と

し，レジリエンスに焦点を当てたかかわりの重要性

を述べている16）．生活背景や文化的背景の異なる地

域への移住者における看護支援については，グロー

バル化されつつある今日において，日本においても

十分に考慮しなければならない課題であると考える．

また，災害は日本全国各地で発生する．東日本大震

災のような大災害においては，自らが生まれ育ち慣

れ親しんだ地域から離れて暮らす生活を余儀なくさ

れる場合もある．さまざまな地域における家族に関

するものの見方を把握し，理解すること，そして，

コミュニティをベースとして家族のレジリエンスを

高めるような看護実践が必要ではないかと考える．

2．研究対象者のとらえ方

国内文献では，家族レジリエンスの概念に関する

研究と看護職者を対象とした研究が半数以上を占め

ていた．また，対象としている家族のとらえ方も家

族成員（個人）に焦点を当てたものがほとんどで，

家族をユニットとしてとらえているものは事例検討

であった．国内文献において，意識的に家族をシス

テムとしてとらえているような研究はなかった． 

一方の国外では，家族をシステムとしてとらえる研

究が多く認められ，これはすでに家族レジリエンス

に関する研究や介入そのものが臨床や教育現場で根

付いているからであろう．日本における家族レジリ

エンスの研究は，まだ緒に就いたばかりであると考

える．しかし，本稿においては，研究対象者を家族

ユニットか家族成員（個人）かで分類したに過ぎな

いため，各論文の根底にある家族をとらえる概念に

ついては詳細に検討できていない．今後は，概念枠

組みにおける家族のとらえ方についても合わせて検

討していく必要がある．

3．災害と家族レジリエンス

国外文献において，自然災害に関するものや戦争

に関するものでは，「予備力」と「回復力」両方を

論じているものが認められた．特に有事の際には，

危機に晒された家族の「回復力」のみに焦点を当て

るのではなく，「予備力」の強化についても考慮す

べきであり，家族レジリエンスの概念はその方策と

して有効であることが示唆された．本稿では，「予

備力」や「回復力」を高めるためにどのような方法

論があるのか，については言及できておらず，今後

は具体的な支援モデルについて検討していく必要が

ある．その際に，人々や社会が自然災害や戦争を含

む有事といった危機的なイベントをどのように認識

しているかを考える必要性も見えてきた．将来起こ

りうるかもしれない危機をどれだけ自覚しているか

で，人々のレジリエンスを高める視点は変化すると

考える．たとえば，有事が自分にとってライフイベ

ントの一つとして身近に考えている場合と非日常的

な出来事であると感じている場合とでは，危機に対

する意識や自覚も異なる．個人や家族が有する危機

への自覚やとらえ方を理解し，介入方法を工夫しな

ければならないのではないか．また，このような

人々の意識は時間経過や災害の発生，さまざまな出

来事の発生によって変化すると考える．このことに

留意しながら災害時における「予備力」を高める看

護実践方法を組み立てる必要があると考える．これ

らを検討していくうえで，先行研究で示されている

とおり，非常に衝撃的なイベントからの家族の立ち

直りを論ずるレジリエンスは応用可能な概念である

と考える．

Ⅵ．結　論

今回，家族レジリエンスの概念を用いた国内外の

研究について，「予備力」と「回復力」の視点から

検討し，わが国の災害看護実践への適用可能性につ

いて考察した．

災害サイクル各期における家族支援では，危機的

な状況から立ち直る「回復力」はもちろんのこと，

家族の「予備力」を高めること，さらには，人々や
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社会の脆弱性をできる限り小さくすることが重要で

あると考える．Walshはレジリエンスの主要なプロ

セスにおいて，「struggle well」という言葉を用い

て説明している15）．そして，個人や家族に備わっ

ているレジリエンスという力を見いだし，強化して

いくことが重要であると述べている17）．「上手にも

がく」ことができるように，今後は，家族ユニット

を対象とした「予備力」を高めるための具体的な家

族レジリエンスを強める支援方法について検討して

いきたい．

〔受付　’13. 07. 31〕採用　’13. 12. 09
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Trend of Research Which Utilizes the Concept of Family Resilience 
̶Reviewing the Applicability on Disaster Nursing Practice in Japan̶
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Japan is prone to natural disasters including earthquakes, tsunamis, typhoons, tornados or heavy snowfalls. The 
Great Hanshin Earthquake in 1997 and The Great Earthquake in East Japan are still fresh in our memories. With 
living in the disaster-prone country, it is an urgent matter to study how we support families who face health prob-
lems caused by disasters.
Our study goal is to acquire a lead to put the study results into practical use in disaster rescue nursing fields 
through reviewing documents released both domestically and overseas which focused on the concept of family re-
silience, from a standpoint of ‘reserved capacity’ and‘resilience’. With setting ‘family’ and‘resilience’ as keywords, 
we conducted a search the documents through Web Japan Medical Abstracts Society, CiNii and EBSCOhost and 
categorized them into some groups based on the following conditions: a subject for study, whether it focuses on re-
inforcement of reserved capacity or resilience. The study shown that the concept of family resilience allowed ap-
proaches to wide variety of generations, ethnicity, individuals, families and groups. In addition, documents regarding 
natural disasters and wars, we found them covering both ‘reserved capacity’ and ‘resilience’. The result suggested 
that we should consider reinforcement of reserved power as well as resilience for families exposed themselves to 
danger at the time of disaster and the concept of family resilience plays a huge role to realize the procedure.


